別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名:産業人材育成連携基盤構築事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　産業人材育成担当　電話番号：058-272-1111（内3127）

　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,400千円（前年度予算額：3,400千円）
	事業内容


	１　事業の内容


  県内の産業人材育成機関２０団体による連携組織「岐阜県産業人材育成連携推進協議会」が、それぞれ有する人材育成ノウハウや設備等を活用しながら、体系的な産業人材育成を実施することにより、岐阜県のモノづくり産業の高度化・活性化を促進する。

　構成団体：岐阜県、大学、高専、商工会議所連合会、岐阜労働局　等

　（１）協議会開催経費　　　　継続（104）

　　　　＊協議会及び幹事会を開催し、産業人材育成の課題等について検討する。
（２）実務担当者研修経費　　継続（101）

　　　＊協議会構成団体の実務担当者のノウハウ共有とレベルアップを図る研修を実

施する。

（３）ホームページ管理費　　継続 （32）
　　　　＊県内で実施されている職業訓練や人材育成研修情報を集約して、ホームペー

ジ「ぎふ産業人材育成ポータル」にて、県民に一元化提供する。

（４）産業人材プラットフォーム連携講座　　継続（3,163）
　　　＊協議会の構成団体が有する産業人材育成に関するノウハウや設備を活用して、

県内モノづくり企業が抱える課題を克服するための研修プログラムを企画・

実施する。

①比べてみよう町工場
　　先進的な工場と自社工場を比べることで、自社に足りないものと強み

を見つける研修を実施する。

②熟練技能指導者養成講座
　　高度なモノづくり技能を教えることができる指導者を養成するため、

実践的な講座を実施する。

	２　所要経費


報償費   （616）　講師謝金
旅費　   （202）　業務旅費、講師費用弁償
消耗品費 （648）  実習用消耗品等
会議費　  （11）  会議用お茶代
役務費　 （140）  障害保険料、電話、郵送料等

委託料 （1,748）  産業人材育成プラットフォーム連携講座業務委託料
使用料及  （35）  会場借上料

び賃借料　
	１　長期構想上の位置付け


　Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

１　若者が力を発揮できる地域をつくる
　　　・産業人材育成支援機関の総合調整や、各機関の情報をワンストップで提供する

仕組みを作り、総合的な人材育成を実施する。

	２　これまでの取組状況


平成２２度

（１）協議会を１回開催。
　　　　岐阜県産業人材育成戦略について報告した。
  （２）実務担当者研修
　　　　　協議会構成団体の実務担当者のレベルアップ及びネットワーク構築を図るた
めの研修会を１回実施した。
（３）ホームページの管理・運営
 　　　県内で実施している職業訓練や研修情報を集約した「ぎふ産業人材育成ポータ

ル」の管理・運営を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


県内の産業人材育成機関による連携基盤ができたことにより、各機関の有するノウハウや施設情報、研修実施情報等を交換し調整することが可能となった。

また、研修カレンダーをホームーページに掲載することにより、受講希望者が研修場をワンストップで入手できるようになった。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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